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論文

どのような生徒が高等学校のドロップアウトに至るのか？
―タイプの分析を通じて―

藤江 玲子・藤生 英行

What Kind of Students Become High School Dropouts? :
An Analysis of Multiple Types

FUJIE Reiko and FUJIU Hideyuki

要　　旨
　本研究では、ドロップアウトに至った61名の高校生について、精神的健康を指標としたタイプ分け
を行った。コレスポンデンス分析の結果、（1）注意の問題・衝動性傾向、（2）いじめの問題傾向、（3）
体調不良傾向、（4）反社会傾向が強い4つのタイプが見出された。それぞれのタイプの特徴を分散分析
によって比較した結果、自尊感情、「対人関係に関わる自己効力感」について有意な得点の差が認め
られた。また、各タイプの生徒と学業を継続・卒業した生徒の特徴をt検定によって比較した結果、
ドロップアウト群をひとまとまりにして検討した際には見えなかったそれぞれの特徴が見出された。
複数の要因が複合的にドロップアウトに関連している状況も示唆された。
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Ⅰ．問題と目的

1．�用語「ドロップアウト」と本研究にお
ける定義

　米国では高等学校までが義務教育であり、ド
ロップアウトの予防のための研究が半世紀以上
にわたって蓄積されてきた。用語「ドロップアウ
ト」―“dropout” またはドロップアウト者を表す
“dropouts”―は、海外の研究では検索用語として一
般的である。しかしながら、定義は研究者によっ
て異なっている。例えば、Alexander, Entwisle & 
Kabbin （2001）1）は、“dropout”を“leaving school at 
least once for an extended period of time prior to 
graduation for reasons other than illness（ 病気以
外の理由で少なくとも1度は学校を離れること）”と
定義し、Kearney（2008）2）は“School dropouts”を、
“Premature and permanent departure from school 
before graduation（卒業以前の時期尚早で永続的
な学校からの離脱）”と定義している。また、全米
教育統計センター（National Center for Education 
Statistics：NCES）の“Status Dropout Rates”は、国・
州・学校区のドロップアウトの予防のための対策と
検証に活用されている指標で、“the percentage of 
16- to 24-year-olds who are not enrolled in school 
and have not earned a high school credential（either 
a diploma or an equivalency credential such as a 
GED certificate）”（16歳から24歳の人々のうち、高
校に入学していない人及び高校の卒業証書または同
等の資格を得ていない人の全体に占めるパーセン
テージ）”と定義されている（NCES, 2021）3）。
　日本では、文部科学省が毎年「中途退学率」を公
表している。この「中途退学率」は、その年度の在
籍者数に占める中途退学者数の割合である（文部科
学省，2021a）4）注1。これについては、青砥（2009）7）、
乾・桑嶋・原・船山・三浦・宮島・山﨑（2012）8）、
酒井・林（2012）9）、末冨・臼杵・大園・貞清・三林

（2015）10）、馬頭（2016）11）が、それぞれの方法で非卒業
者の率や在籍者減少率を推計し、文部科学省が公表
している中途退学者の率より高いことを指摘してい
る。さらに、国立大学法人山梨大学大学教育研究開
発センター・通信制高等学校の第三者評価手法等に
関する研究会（2011）12）、土岐（2014）13）は、転学者等

を受け入れている通信制課程注2において除籍という
形で学校を去る生徒が一定程度存在することを指摘
している。転学者については、藤江・藤生（2021a14）；
2021b15））が地方の高校生を対象とした調査を行い、
転学者が中途退学者と共通の特徴を多く有していた
ことを報告している。
　以上のことから、藤江・藤生15）は、高等学校の卒
業に至らない人々の問題を「中途退学」という枠組
みの中だけで理解することは難しいことを指摘した。
そして、海外の研究に通じる、より広い概念を有す
る語として「ドロップアウト」という用語を用いる
ことを提言した。本研究においても、「高等学校か
ら離脱すること」の意味で、用語「ドロップアウト」
を用いる。したがって、本研究の「ドロップアウト」
には、中途退学、転学（転居によるものは除く）、ま
た、学業を継続していないという点で休学も含む。

2．ドロップアウトのタイプへの視点
　藤江・藤生15）の研究では、前述のように、転学者
と中途退学者が共通の特徴を有していたことを踏ま
え、転学者・退学者を合わせた群（転学・退学群）と、
卒業した生徒と原級留置後により学校を継続してい
た生徒を合わせた群（卒業・継続群）の特徴を比較し
た。その結果、転学・退学群は卒業・継続群より学
業成績、出席状況、精神的健康、自己効力感の面で、
不適応的な傾向を多く有していることが示された。
一方で、転学・退学群の方が「対人関係に関わる自
己効力感」が高い結果となったが、その理由は不明
であった。また、先行研究とは異なり、自尊感情に
有意な差が認められなかった。自尊感情は、必ずし
も健康的なものばかりではなく、自己愛や内面の歪
みと関わっている場合があることが指摘されている

（Baumeister et al., 200316）；古荘，200917））。転学と
退学というサブグループの枠では見られなかった特
徴の差が、他のサブグループを想定することで見え
てくるのではないか。藤江・藤生10）の研究では、そ
のような問いが残された。
　米国では、ドロップアウトを均一のグループと
して扱うことの限界が早くから指摘されてきた。
Tessenneer & Tessenneer（1958）18）は、「ドロップ
アウトの問題は複雑であり、同一の要因が、異なる
生徒に異なる方法で影響を与え、また、同一の生徒
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に対してさえも、異なる時期に異なる方法で影響を
与えている可能性がある」と指摘している。また、
Wells, Bechard, & Hamby（1989）19）は、ドロップア
ウトの理由は多様であり、予防プログラムの構成や
内容は、生徒をリスクにさらしている個人の特徴
や状況に適合したものでなくてはならないと指摘
している。Janosz, LeBlanc, Bouleriee, & Tremblay

（2000）20）は、カナダの2つの縦断的研究のデータを
用いた研究で、ドロップアウトを4つのタイプに分
類した注3。また、タイプによって、学校での経験（学
業、関与、問題行動、留年など）、家庭の背景（社会
経済的地位、両親の学歴、両親のアルコール依存な
ど）、友人との関係（友人の有無、逸脱した仲間の有
無など）、余暇の過ごし方（ぶらぶらしている、パー
トタイムで働くなど）、信念（権威を持つ人への尊敬、
宗教的儀式、慣習的規範）、逸脱行動（薬物使用、非
行、逮捕など）といったリスクと考えられることと
の関係もそれぞれ異なることを報告している。その
タイプ分けの方法は、問題行動、学校への参加のレ
ベル、学業成績、留年の有無といった、学校が把握
し得る指標を用いたものであった。これに対して、
生徒自身の報告によって把握された内面的な特徴か
らタイプを検討した研究は見られない。ドロップア
ウトに至った生徒の内面的な特徴は、どのようなタ
イプに分かれるのか。また、それぞれのタイプには
どのような要因が関連しているのか。そのような問
いに答える研究により、予防やその後の支援の糸口
が見える可能性がある。

3．本研究の目的
　以上のことから、本研究の目的を以下の2点とする。
第1の目的を、ドロップアウトに至った生徒について、
タイプ分けを行うこととする。タイプ分けにあたっ
ては、先行研究で検討されていない内面的な特徴を
指標とする。本研究においては、その指標として、
精神的健康の状態を示す尺度を使用する。第2の目
的を、分類されたタイプごとに、それぞれの特徴を
検討することとする。検討にあたっては、藤江・藤
生15）が先行研究を踏まえて選定した調査項目と収集
したデータを使用する。

Ⅱ．方法

1．調査対象
　地方の公立高等学校4校の生徒611人（男子300人、
女子311人）と、そのホームルーム担任16人を調査対
象とした。

2．調査時期
　調査はX年5月（Time 1）に開始し、その時点の3
年生の卒業予定年度末であるX年度末（Time 2）、2
年生の卒業予定年度末であるX＋1年年度末（Time 
3）、1年生の卒業予定年度末であるX＋2年年度末

（Time 4）まで、3年間にわたって実施した。高校生
が記入する質問紙調査は、X年5月に実施した。

3．手続きと倫理的配慮
　調査の実施にあたり、対象となる学校の学校長に、
文書及び口頭で、学業成績と出席状況等を調査に含
むことについて、海外の先行研究を踏まえた意義を
伝えるとともに、倫理的配慮事項（データは研究の
ためにのみ使用すること、時系列データ間の関連を
検討するため学年・組・番号の記載を求めるがデー
タは厳重に管理すること、学校や生徒に迷惑をかけ
ることも一切ないこと、生徒の回答は自由意思によ
ること）を伝えた。
　データの扱いについては細心の注意を払い、個人
情報を削除し電子化しネット流失のおそれのないパ
ソコンで分析を行った。これらのデータは研究終了
後一定期間経過後、復元できないような消去を行う
予定である。回答済みの質問紙は鍵の掛かるロッカー
に厳重に保管し、集計後、粉砕・破棄した。データ
の公表に当たっては、学校や生徒の特定を避けるた
めの倫理的配慮として調査実施年を「X年」と表記
することとした。

4．調査内容
　調査対象生徒611人について、以下のデータを収
集した。

【担任記入調査】
（1）学業成績（中学校・高等学校）
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　高等学校が把握している中学3年の評定（絶対評価
の5段階評定）と、調査開始年度（X年度）の1学期末
の評定（絶対評価の10段階評定）の記入を依頼した。

（2）出席状況（中学校・高等学校）
　高等学校が把握している調査対象者の中学1～3年
の欠席日数と、高等学校における調査開始年度（X
年度）の1学期の欠席・遅刻・早退の日数について記
入を依頼した。

（3）年度末の動向
　各学年の卒業予定年度における動向（卒業・転学・
退学・その他）について調査を行った。それぞれの
項目について「あり」を1、「なし」を0とするダミー
変数を作成した。

【高校生記入調査】
（4）学年・組・番号・性別
　担任記入調査、及び継時的に実施する他の調査と
の関連を検討するため、学年・組・番号の記載を依
頼した。

（5）精神的健康
　タイプ分けの指標として、「学校生活サポートテ
スト」（杉原・藤生・熊谷・山中，2002）21）を使用した。
この尺度は、精神的健康について測定し、子どもの
不適応状態を早期に発見するためのスクリーニング
用テストとして標準化されている。87項目のうち、

「相談ニーズ項目」の2項目を除いた85項目を使用し
た。8つの下位尺度は、①「不登校・学校嫌い傾向」

（学校をやめたくなるなど8項目）、②「引きこもり・
非社交性傾向」（人といても楽しくないなど8項目）、
③「いじめの問題傾向」（陰口を言われるなど7項目）、
④「体調不良」（いつもだるい、憂うつなど11項目）、
⑤「思いつめ傾向」（死について考えるなど9項目）、
⑥「注意の問題・衝動性傾向」（落ち着かない、ミス
が多いなど12項目）、⑦「反社会傾向」（無断外泊や
夜遊びをしたことがあるなど8項目）、⑧「家族関係
の悩み」（家庭生活は不幸だと思うなど5項目）である。

「はい」、「どちらかといえばはい」、「どちらかとい
えばいいえ」、「いいえ」の4件法によって回答を求
めた。得点が高いほど、精神的健康の状態が良好で
ない。

（6）自尊感情
　本研究では、Rosenberg（1965）22）の“The Rosenberg 
Self-Esteem Scale”を、本研究用に訳し、用いた。「は
い」、「どちらかといえばはい」、「どちらかといえば

いいえ」、「いいえ」の4件法によって回答を求めた。
得点が高いほど、自尊感情が高い。

（7）自己効力感
　藤生・藤江（2010）23）が作成した「高校生用学校生
活自己効力感尺度」を使用した。この尺度を構成す
る5つの下位尺度は、①「対人関係に関わる自己効
力感」、②「社会的役割に関わる自己効力感」、③「セ
ルフコントロールに関わる自己効力感」、④「学業
に関わる自己効力感」、⑤「問題解決に関わる自己
効力感」である。「はい」、「どちらかといえばはい」、

「どちらかといえばいいえ」、「いいえ」の4件法によっ
て回答を求めた。得点が高いほど、自己効力感が高い。

5．分析方法
　タイプ分けは、「エクセル統計」を用いたコレス
ポンデンス分析により行った。コレスポンデンス分
析は、対象の特性を比較してその関連や対応を知覚
的にマッピングする方法で、ものさしとしての評
価尺度と、評価対象の類似度を見ることができる

（Hair, Anderson, Tatham, & Black, 199524）；君山，
200225））。コレスポンデンス分析では、マッピング
によってデータ相互の関係性が視覚的に表現され、
類似した要素同士は近くに、そうでないものは遠く
にプロットされる。本研究においては、精神的健康
の状態を示す尺度（「学校生活サポートテスト」）を評
価尺度として使用した。マッピングによって第1象
限から第4象限にプロットされた評価対象を象限ご
とに4つのタイプに分類した。
　続いて、それぞれのタイプの傾向を独立変数とし、
学業成績、出席状況、精神的健康・自尊感情・自己
効力感に関する尺度得点を従属変数とした1要因4水
準の分散分析により、タイプごとの特徴の比較を行っ
た。評価尺度として使用した精神的健康を従属変数
に入れたのは、マッピングのみでは把握することの
できないタイプごとの精神的健康について得点の比
較により検討するためである。さらに、t検定により、
それぞれのタイプのドロップアウト群と卒業・継続
群（卒業した生徒と原級留置後により学校を継続し
ていた生徒を合わせた群）の特徴とを比較した。分
散分析とt検定には統計処理ソフト「SPSS Statistics 
Version 22」を用いた。
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Ⅲ．結果

1．�「学校生活サポートテスト」の得点に
よるタイプ分けの結果

　調査対象校4校を合わせると、退学者は38人、転
学者は20人、休学者は3人で、計61人が入学した学
校で学業を継続していなかった。この61人を「ドロッ
プアウト群」とし、「学校生活サポートテスト」の8
つの下位尺度の得点をすべて投入し、コレスポンデ
ンス分析を行った。分析の結果を、図1に示す。
　ドロップアウト者61人のうち、18人は欠損値によ
り分析対象とならなかった。残る43人が、第1象限
から第4象限にわたってプロットされた。それぞれ
の象限ごとに、生徒を4つのタイプに分類した。各
タイプの人数を表1に示す。タイプⅠは退学9人・転
学3人の計12人（27.9％）、タイプⅡは退学4人・転学
6人の計10人（23.3％）、タイプⅢは退学4人・転学2人・
休学1人の計7人（16.3％）、タイプⅣは退学12人・転
学2人の計14人（32.6％）であった。
　第1象限の原点から最も遠い位置には「注意の問

題・衝動性傾向」が、そして、より原点に近い位置
に「家族関係の悩み」がプロットされた。第2象限に
は「いじめの問題傾向」がプロットされた。第3象限
の原点から最も遠い位置に「体調不良」が、そして、
より原点に近い位置に「不登校・学校嫌い傾向」が
プロットされた。また、第2象限との境界付近に、
原点からやや遠く「引きこもり・非社交性傾向」が、
原点に近い位置に「思いつめ傾向」がプロットされた。
第4象限には「反社会傾向」がプロットされた。以後
の分析では、第1象限から第4象限までにプロットさ
れたドロップアウト者を、順にタイプⅠからタイプ

図1．�精神的健康の得点によるドロップアウトの4タイプ（コレスポンデンス分析の結果）（N＝43）

表1　ドロップアウトの各タイプの人数

退学 転学 休学 合計

タイプⅠ 9 3 12 （27.9％）
タイプⅡ 4 6 10 （23.3％）
タイプⅢ 4 2 1 7 （16.3％）
タイプⅣ 12 2 14 （32.6％）

合計 29 13 1 43 （100％）
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Ⅳとする。そして、原点から最も離れた位置にプロッ
トされた傾向をより強く有するタイプとして、「タ
イプⅠ（注意の問題・衝動性傾向）」、「タイプⅡ（い
じめの問題傾向）」、「タイプⅢ（体調不良）」、「タイ
プⅣ（反社会傾向）」と表記することとする。

2．�4つのタイプの特徴の差（分散分析結
果）

　上記の4つのタイプの特徴の差を検討するため、
それぞれのタイプの傾向を独立変数とし、中学・高
等学校の学業成績と出席状況、「学校生活サポート
テスト」の8下位尺度、「自尊感情」、「高校生活自己
効力感」の5下位尺度を従属変数とする1要因4水準
の一元配置分散分析と多重比較を行った。なお、「学
校生活サポートテスト」はタイプの分類に使用した
変数であるが、前述のように、タイプごとの精神的
健康の特徴をより詳細に検討するために、従属変数
に加えることとした。等分散を仮定しないため、多
重比較に際しては、Games-Howell法を用いた。効

果量は、一般線形モデルの一変量分析により算出し
た。分析の結果を表2に示す。
　群間の有意な得点の差が見られたのは、 「不登校・
学校嫌い傾向」、「引きこもり・非社交性傾向」、「い
じめの問題傾向」、「体調不良」、「思いつめ傾向」、

「注意の問題・衝動性傾向」、「反社会傾向」、「自尊
感情」、「対人関係に関わる自己効力感」であった。
その他の変数においては、有意な差が認められなかっ
た。
　多重比較により、以下の項目で、群間に有意な差
が認められた。「不登校・学校嫌い傾向」・「引きこもり・
非社交性傾向」・「思いつめ傾向」では、タイプⅡ（い
じめの問題傾向）の得点がタイプⅠ（注意の問題・衝
動性傾向）・タイプⅣ（反社会傾向）より高かった。「い
じめの問題傾向」では、タイプⅡ（いじめの問題傾向）
の得点がタイプⅠ（注意の問題・衝動性傾向）・タイ
プⅢ（体調不良）・タイプⅣ（反社会傾向）より高かっ
た。「体調不良」では、タイプⅡ（いじめの問題傾向）・
タイプⅢ（体調不良）の得点がタイプⅠ（注意の問題・
衝動性傾向）より高かった。「注意の問題・衝動性傾向」

表2　精神的健康の得点による4つのタイプのドロップアウト群の比較（分散分析結果）

タイプⅠ タイプⅡ タイプⅢ タイプⅣ
F値 df η2 多重比較

N M SD N M SD N M SD N M SD

学業成績
　中学3年成績 9 2.29 0.51 9 2.44 0.44 5 2.39 0.41 13 2.12 0.40 1.11 （3,32） .06
　高校1学期成績 10 3.60 1.53 10 3.85 2.01 6 4.10 1.70 12 3.52 1.22 0.22 （3,34） .07

出席状況
　中学1年欠席 9 10.44 15.49 10 16.50 20.85 7 13.86 22.54 13 17.85 36.97 0.15 （3,35） .09
　中学2年欠席 9 10.00 23.69 10 38.00 61.82 7 28.86 31.42 13 11.23 12.29 1.41 （3,35） .24
　中学3年欠席 9 5.00 7.37 10 23.90 30.04 7 27.86 45.54 13 12.08 21.78 1.26 （3,35） .23
　高校1学期欠席 10 0.40 0.97 10 4.40 4.72 5 2.60 3.13 13 6.85 11.00 1.64 （3,34） .12
　高校1学期遅刻 10 8.10 8.24 10 4.50 8.05 5 5.20 5.07 13 8.85 9.86 0.62 （3,34） .05
　高校1学期早退 10 0.90 1.29 10 0.50 0.85 5 1.20 1.79 13 1.31 1.38 0.80 （3,34） .10

精神的健康
　不登校・学校嫌い傾向 12 1.66 0.77 10 2.84 0.82 7 2.39 0.50 14 1.96 0.45 6.68 ** （3,39） .55 1,4<2
　引きこもり・非社交性傾向 12 1.26 0.50 10 2.31 0.81 7 1.82 0.57 14 1.29 0.20 9.49 ** （3,39） .55 1,4<2
　いじめの問題傾向 12 1.60 0.50 10 2.59 0.70 7 1.41 0.29 14 1.39 0.36 13.77 ** （3,39） .58 1,3,4<2
　体調不良 12 1.53 0.37 10 2.46 0.69 7 2.25 0.44 14 1.99 0.61 5.72 ** （3,39） .44 1<2,3
　思いつめ傾向 12 1.79 0.55 10 2.87 0.70 7 2.08 0.47 14 2.05 0.50 7.31 ** （3,39） .52 1,4<2
　注意の問題・衝動性傾向 12 2.66 0.70 10 2.96 0.58 7 1.73 0.49 14 2.24 0.54 7.04 ** （3,39） .28 3<1,2　4<2
　反社会傾向 12 2.22 0.56 10 1.86 0.47 7 1.73 0.36 14 2.66 0.63 6.43 ** （3,39） .22 2,3<4
　家族関係の悩み 12 2.35 0.99 10 2.38 0.63 7 1.83 0.45 14 2.33 0.78 0.89 （3,39） .15

自尊感情 12 2.48 0.66 10 1.87 0.43 7 2.60 0.33 14 2.74 0.63 5.01 ** （3,39） .51 2<3,4
自己効力感
　対人関係に関わる自己効力感 11 3.38 0.44 10 2.53 0.73 7 3.05 0.59 13 3.40 0.41 6.03 ** （3,37） .36 2<1,4
　社会的役割に関わる自己効力感 12 2.57 0.78 10 2.34 0.48 7 2.81 0.52 9 2.86 0.46 1.47 （3,34） .25
　セルフコントロールに関わる自己効力感 12 2.79 0.65 10 2.61 0.39 7 3.10 0.55 13 2.71 0.46 1.32 （3,38） .08
　学業に関わる自己効力感 12 2.63 0.63 10 2.17 0.47 7 2.95 0.68 13 2.78 0.66 2.81 （3,38） .29
　問題解決に関わる自己効力感 11 2.95 0.59 10 2.38 0.71 7 2.55 0.42 13 2.79 0.67 1.71 （3,37） .13

注）多重比較の結果を符号化して示す。たとえば，1,4<2はタイプⅠとタイプⅣの得点がタイプⅡの得点より有意に低いことを示す。
** p＜.01
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では、タイプⅠ（注意の問題・衝動性傾向）・タイプ
Ⅱ（いじめの問題傾向）の得点が、タイプⅢ（体調不良）
より高く、タイプⅡ（いじめの問題傾向）の得点が、
タイプⅣ（反社会傾向）より高かった。「反社会傾向」
では、タイプⅣ（反社会傾向）の得点がタイプⅡ（い
じめの問題傾向）・タイプⅢ（体調不良）より高かっ
た。「自尊感情」では、タイプⅡ（いじめの問題傾向）
の得点がタイプⅢ（体調不良）・タイプⅣ（反社会傾向）
より低かった。「対人関係に関わる自己効力感」では、
タイプⅡ（いじめの問題傾向）の得点が、タイプⅠ（注
意の問題・衝動性傾向）・タイプⅣ（反社会傾向）よ
り低かった。その他の項目では、群間に有意な得点
の差が認められなかった。

3．�4つのタイプのドロップアウト群と
卒業・継続群の得点の差（t検定結果）

　t検定により、それぞれのタイプのドロップアウ
ト群と卒業・継続群（卒業した生徒と原級留置後に
より学校を継続していた生徒を合わせた群）の特徴
とを比較した。分析の結果を、タイプごとに示す。
1）タイプⅠ（注意の問題・衝動性傾向）
　各項目・尺度のN、M、SD、及びt検定の結果を
表3に示す。うち、タイプⅠ（注意の問題・衝動性傾
向）のドロップアウト群は、卒業・継続群と比較して、
学業面で「中学3年成績」、「高校1学期成績」が低く、

「高校1学期遅刻」が多かった。精神的健康では、「不
登校・学校嫌い傾向」、「引きこもり・非社交性傾向」、

「体調不良」、「思いつめ傾向」が低く、「注意の問題・
衝動性傾向」、「反社会傾向」が高かった。自己効力

表3　タイプⅠのドロップアウト群と卒業・継続群の比較（t検定結果）

タイプⅠ（ドロップアウト群） 卒業・継続群
t値 df

N M SD N M SD

学業成績
　中学3年成績 9 2.29 0.51 498 2.64 0.46 2.23 * 505
　高校1学期成績 10 3.60 1.53 512 5.77 1.50 4.55 ** 520

出席状況
　中学1年欠席 9 10.44 15.49 499 6.82 16.28 0.66 506
　中学2年欠席 9 10.00 23.69 499 7.52 18.19 0.40 506
　中学3年欠席 9 5.00 7.37 499 4.96 14.76 0.01 506
　高校1学期欠席 10 0.40 0.97 512 0.76 1.86 0.60 520
　高校1学期遅刻 10 8.10 8.24 512 1.87 4.43 2.39 * 9.10
　高校1学期早退 10 0.90 1.29 512 0.38 0.91 1.77 520

精神的健康
　不登校・学校嫌い傾向 12 1.66 0.77 519 2.10 0.66 2.28 * 529
　引きこもり・非社交性傾向 12 1.26 0.50 512 1.69 0.53 2.75 ** 522
　いじめの問題傾向 12 1.60 0.50 514 1.73 0.55 0.85 524
　体調不良 12 1.53 0.37 521 1.97 0.57 2.65 ** 531
　思いつめ傾向 12 1.79 0.55 516 2.17 0.65 2.04 * 526
　注意の問題・衝動性傾向 12 2.66 0.70 511 2.19 0.52 3.07 ** 521
　反社会傾向 12 2.22 0.56 514 1.74 0.50 3.27 ** 524
　家族関係の悩み 12 2.35 0.99 521 2.05 0.64 1.05 11.21

自尊感情 12 2.48 0.66 531 2.38 0.57 0.59 541

自己効力感
　対人関係に関わる自己効力感 11 3.38 0.44 522 2.88 0.54 3.06 ** 531
　社会的役割に関わる自己効力感 12 2.57 0.78 525 2.81 0.58 1.36 535
　セルフコントロールに関わる自己効力感 12 2.79 0.65 524 3.23 0.44 3.33 ** 534
　学業に関わる自己効力感 12 2.63 0.63 534 2.85 0.59 1.33 544
　問題解決に関わる自己効力感 11 2.95 0.59 532 2.73 0.61 1.18 541

注）自由度が小数の場合，t検定にウェルチ法が用いられた。
* p＜.05　** p＜.01
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感では、「対人関係に関わる自己効力感」が高く、「セ
ルフコントロールに関わる自己効力感」が低かった。
その他の項目では、群間に有意な得点の差が認めら
れなかった。
2）タイプⅡ（いじめの問題傾向）
　各項目・尺度のN、M、SD、及びt検定の結果を
表4に示す。タイプⅡ（いじめの問題傾向）のドロッ
プアウト群は卒業・継続群と比較して、学業面で「高
校1学期成績」が低かった。精神的健康では、「不登校・
学校嫌い傾向」、「引きこもり・非社交性傾向」、「い
じめの問題傾向」、「体調不良」、「思いつめ傾向」、「注
意の問題・衝動性傾向」が高かった。また、自尊感情、

「対人関係に関わる自己効力感」、 「社会的役割に関
わる自己効力感」、「セルフコントロールに関わる自
己効力感 」、「学業に関わる自己効力感」が低かった。
その他の項目では、群間に有意な得点の差が認めら

れなかった。
3）タイプⅢ（体調不良）�
　各項目・尺度のN、M、SD、及びt検定の結果を
表5に示す。タイプⅢ（体調不良）のドロップアウト
群は卒業・継続群と比較して、「注意の問題・衝動
性傾向」のみが低く、その他の項目では、群間に有
意な得点の差が認められなかった。
4）タイプⅣ（反社会傾向）
　各項目・尺度のN、M、SD、及びt検定の結果を
表6に示す。タイプⅣ（反社会傾向）のドロップアウ
ト群は、卒業・継続群と比較して、学業面で「中学
3年成績」、「高校1学期成績」が低く、「高校1学期遅
刻」、「高校1学期早退」が多かった。精神的健康では、

「引きこもり・非社交性傾向」、「いじめの問題傾向」
が低く、「反社会傾向」が高かった。また、自尊感情、

「対人関係に関わる自己効力感」が高く、 「セルフコ

表4　タイプⅡのドロップアウト群と卒業・継続群の比較（t検定結果）

タイプⅡ（ドロップアウト群） 卒業・継続群
t値 df

N M SD N M SD

学業成績
　中学3年成績 9 2.44 0.44 498 2.64 0.46 1.25 505
　高校1学期成績 10 3.85 2.01 512 5.77 1.50 3.99 ** 520

出席状況
　中学1年欠席 10 16.50 20.85 499 6.82 16.28 1.85 507
　中学2年欠席 10 38.00 61.82 499 7.52 18.19 1.56 9.03
　中学3年欠席 10 23.90 30.04 499 4.96 14.76 1.99 9.09
　高校1学期欠席 10 4.40 4.72 512 0.76 1.86 2.44 9.05
　高校1学期遅刻 10 4.50 8.05 512 1.87 4.43 1.83 520
　高校1学期早退 10 0.50 0.85 512 0.38 0.91 0.41 520

精神的健康
　不登校・学校嫌い傾向 10 2.84 0.82 519 2.10 0.66 3.48 ** 527
　引きこもり・非社交性傾向 10 2.31 0.81 512 1.69 0.53 2.43 * 9.15
　いじめの問題傾向 10 2.59 0.70 514 1.73 0.5 4.82 ** 522
　体調不良 10 2.46 0.69 521 1.97 0.57 2.73 ** 529
　思いつめ傾向 10 2.87 0.70 516 2.17 0.65 3.31 ** 524
　注意の問題・衝動性傾向 10 2.96 0.58 511 2.19 0.52 4.63 ** 519
　反社会傾向 10 1.86 0.47 514 1.74 0.50 0.78 522
　家族関係の悩み 10 2.38 0.63 521 2.05 0.64 1.64 529

自尊感情 10 1.87 0.43 531 2.38 0.57 2.81 ** 539

自己効力感
　対人関係に関わる自己効力感 10 2.53 0.73 522 2.88 0.54 2.06 * 530
　社会的役割に関わる自己効力感 10 2.34 0.48 525 2.81 0.58 2.50 * 533
　セルフコントロールに関わる自己効力感 10 2.61 0.39 524 3.23 0.44 4.37 ** 532
　学業に関わる自己効力感 10 2.17 0.47 534 2.85 0.59 3.67 ** 542
　問題解決に関わる自己効力感 10 2.38 0.71 532 2.73 0.61 1.79 540

注）自由度が小数の場合，t検定にウェルチ法が用いられた。
* p＜.05　** p＜.01
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ントロールに関わる自己効力感 」が低かった。その
他の項目では、群間に有意な得点の差が認められな
かった。

Ⅳ．考察

1．�グラフに見るドロップアウトの4つ
のタイプ

　本研究の第1の目的は、ドロップアウトのタイプ
分けを行うことであった。分析の結果、第1軸の正
の側には、「いじめの問題傾向」、「注意の問題・衝
動性傾向」、「家族関係の悩み」がプロットされた。
第1軸の負の側には、「体調不良」、「反社会傾向」が
プロットされた。第1軸の正の方向にプロットされ
た生徒は、外界との葛藤や不調和を、より強く有し

ていることが推察される。
　また、第2軸の正の側には、「引きこもり・非社交
性傾向」、「不登校・学校嫌い傾向」、「いじめの問題
傾向」、「体調不良」、「思いつめ傾向」がプロットさ
れた。第2軸の負の側には、「反社会傾向」、「注意の
問題・衝動性傾向」、「家族関係の悩み」がプロット
された。第2軸の正の側にプロットされた生徒は、
傷ついた経験や、内在化（internalized）傾向をより
強く有し、負の側にプロットされた生徒は、外在化

（externalized）傾向をより強く有していることが推
察される。したがって、「タイプⅠ」は外界との葛
藤や不調和をより強く有し、問題の外在化傾向を有
するタイプ、「タイプⅡ」は外界との葛藤や不調和
をより強く有し、問題の内在化傾向を有するタイプ、

「タイプⅢ」は外界との葛藤や不調和は比較的強く
なく、問題の内在化傾向を有するタイプ、「タイプⅣ」

表5　タイプⅢのドロップアウト群と卒業・継続群の比較（t検定結果）

タイプⅢ（ドロップアウト群） 卒業・継続群
t値 df

N M SD N M SD

学業成績
　中学3年成績 5 2.39 0.41 498 2.64 0.46 1.19 501
　高校1学期成績 6 4.10 1.70 512 5.77 1.50 2.71 516

出席状況
　中学1年欠席 7 13.86 22.54 499 6.82 16.28 1.13 504
　中学2年欠席 7 28.86 31.42 499 7.52 18.19 1.79 6.06
　中学3年欠席 7 27.86 45.54 499 4.96 14.76 1.33 6.02
　高校1学期欠席 5 2.60 3.13 512 0.76 1.86 1.31 4.03
　高校1学期遅刻 5 5.20 5.07 512 1.87 4.43 1.67 515
　高校1学期早退 5 1.20 1.79 512 0.38 0.91 1.02 4.02

精神的健康
　不登校・学校嫌い傾向 7 2.39 0.50 519 2.10 0.66 1.17 524
　引きこもり・非社交性傾向 7 1.82 0.57 512 1.69 0.53 0.67 517
　いじめの問題傾向 7 1.41 0.29 514 1.73 0.55 1.55 519
　体調不良 7 2.25 0.44 521 1.97 0.57 1.30 526
　思いつめ傾向 7 2.08 0.47 516 2.17 0.65 0.39 521
　注意の問題・衝動性傾向 7 1.73 0.49 511 2.19 0.52 2.36 * 516
　反社会傾向 7 1.73 0.36 514 1.74 0.50 0.03 519
　家族関係の悩み 7 1.83 0.45 521 2.05 0.64 0.90 526

自尊感情 7 2.60 0.33 531 2.38 0.57 1.04 536

自己効力感
　対人関係に関わる自己効力感 7 3.05 0.59 522 2.88 0.54 0.82 527
　社会的役割に関わる自己効力感 7 2.81 0.52 525 2.81 0.58 0.01 530
　セルフコントロールに関わる自己効力感 7 3.10 0.55 524 3.23 0.44 0.76 529
　学業に関わる自己効力感 7 2.95 0.68 534 2.85 0.59 0.43 539
　問題解決に関わる自己効力感 7 2.55 0.42 532 2.73 0.61 0.80 537

注）自由度が小数の場合，t検定にウェルチ法が用いられた。
* p＜.05　** p＜.01
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は外界との葛藤や不調和は比較的強くなく、問題の
外在化傾向を有するタイプであることが示唆される。

2．�ドロップアウトの各タイプの特徴の
検討

　本研究の第2の目的は、ドロップアウトのタイプ
ごとに、それぞれの特徴を検討することであった。
以下、タイプごとに検討を行う。
1）タイプⅠ（注意の問題・衝動性傾向）の特徴
　タイプⅠに分類されたのは、欠損値がなく分析の
対象になったドロップアウト者43人のうち、12人

（27.9％）であった。このタイプは卒業・継続群と比
較して、中学3年成績と高校1学期成績が低く、高校
1学期の遅刻が多かった。また、「注意の問題・衝動
性傾向」と、「反社会傾向」が高かった。「対人関係

に関わる自己効力感」が高い反面、「セルフコントロー
ルに関わる自己効力感」は低かった。発達障害、養
育環境の影響等、背景にあるものは不明であるが、
本研究では「注意の問題・衝動性傾向」が高い生徒
が「反社会傾向」を有する場合、ドロップアウトに
至るリスクが高まる可能性があることが示唆された。
学業上の困難を含む、困難を抱える子どもの早期発
見・早期支援により、二次的障害に至らせないこと
は、このタイプのドロップアウトを予防する鍵とな
る可能性がある。
2）タイプⅡ（いじめの問題傾向）の特徴
　タイプⅡ（いじめの問題傾向）に分類されたのは、
10人（23.36％）であった。この生徒は、他の3つのタ
イプと比較しても、卒業・継続群と比較しても精神
的健康の面で6つの下位尺度（「不登校・学校嫌い傾
向」、「引きこもり・非社交性傾向」、「いじめの問題

表6　タイプⅣのドロップアウト群と卒業・継続群の比較（t検定結果）

タイプⅣ（ドロップアウト群） 卒業・継続群
t値 df

N M SD N M SD

学業成績
　中学3年成績 13 2.12 0.40 498 2.64 0.46 4.05 ** 509
　高校1学期成績 12 3.52 1.22 512 5.77 1.50 5.17 ** 522

出席状況
　中学1年欠席 13 17.85 36.97 499 6.82 16.28 1.07 12.12
　中学2年欠席 13 11.23 12.29 499 7.52 18.19 0.73 510
　中学3年欠席 13 12.08 21.78 499 4.96 14.76 1.17 12.29
　高校1学期欠席 13 6.85 11.00 512 0.76 1.86 2.00 12.02
　高校1学期遅刻 13 8.85 9.86 512 1.87 4.43 2.55 * 12.12
　高校1学期早退 13 1.31 1.38 512 0.38 0.91 2.41 * 12.26

精神的健康
　不登校・学校嫌い傾向 14 1.96 0.45 519 2.10 0.66 0.75 531
　引きこもり・非社交性傾向 14 1.29 0.20 512 1.69 0.53 6.89 ** 18.54
　いじめの問題傾向 14 1.39 0.36 514 1.73 0.55 2.32 * 526
　体調不良 14 1.99 0.61 521 1.97 0.57 0.17 533
　思いつめ傾向 14 2.05 0.50 516 2.17 0.65 0.72 528
　注意の問題・衝動性傾向 14 2.24 0.54 511 2.19 0.52 0.34 523
　反社会傾向 14 2.66 0.63 514 1.74 0.50 6.73 ** 526
　家族関係の悩み 14 2.33 0.78 521 2.05 0.64 1.62 533

自尊感情 14 2.74 0.63 531 2.38 0.57 2.37 * 543

自己効力感
　対人関係に関わる自己効力感 13 3.40 0.41 522 2.88 0.54 3.44 ** 533
　社会的役割に関わる自己効力感 9 2.86 0.46 525 2.81 0.58 0.29 532
　セルフコントロールに関わる自己効力感 13 2.71 0.46 524 3.23 0.44 4.17 ** 535
　学業に関わる自己効力感 13 2.78 0.66 534 2.85 0.59 0.44 545
　問題解決に関わる自己効力感 13 2.79 0.67 532 2.73 0.61 0.35 543

注）自由度が小数の場合，t検定にウェルチ法が用いられた。
* p＜.05　** p＜.01
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傾向」、「体調不良」、「思いつめ傾向」、「注意の問題・
衝動性傾向」）の得点が高く、何重もの困難を抱えて
いる可能性があることが示唆された。中でも、「思
いつめ傾向」が他のタイプより強く見られた。この
得点が高いことは、「自殺を考えるような深刻な悩
みを持っているか、精神科の対象となるような症状
が起こっているという2つのいずれか、あるいは両
者にあてはまる可能性がある」（杉原他）21）とされ、
注意深い対応が必要な生徒と考えられる。このタイ
プは、卒業・継続群と比較して、自尊感情と自己効
力感の4つの下位尺度（「対人関係に関わる自己効力
感」、「社会的役割に関わる自己効力感」、「セルフコ
ントロールに関わる自己効力感」、「学業に関わる自
己効力感」）の得点も低かった。自己効力感は人々の
考え方、感じ方、動機づけ、生理反応、行動に影響
を与え、ストレスへの耐性にも関わる信念である

（Bandura197726）；199527））。いじめを受けている生
徒は、建設的な行動を生み出すことにつながる認知
の面でも、困難を抱えている可能性がある。
　タイプⅡの生徒は卒業・継続群と比較して、中学
3年の成績では有意な差が認められなかった一方、
質問紙調査時期を含むX年1学期成績が低かった。
また、X年1学期の出席状況については有意な差が
認められなかった。いじめの問題傾向に関わるドロッ
プアウトは、それまでに見られなかった成績の低下
といった形で兆候が示される可能性がある。いじめ
とドロップアウトの問題については、後に改めて考
察する。
3）タイプⅢ（体調不良）の特徴
　このタイプに分類されたのは、分析対象者43人の
うち、7人（16.3％）であった。このタイプの生徒は、
卒業・継続群と比較して「注意の問題・衝動性傾向」
のみが低く、その他の項目では有意な差が認められ
なかった。一方、コレスポンデンス分析では「体調
不良」がプロットされた第3象限に、「不登校・学校
嫌い傾向」、「引きこもり・非社交性傾向」、「思いつ
め傾向」もプロットされていた。統計的に示されな
かったものの、これらの傾向と関連する体調不良の
生徒が含まれていた可能性がある。専門家と学校の
連携による個別のアセスメントと介入が必要な生徒
であった可能性がある。
4）タイプⅣ（反社会傾向）の特徴
　このタイプに分類されたのは、最も多い14人

（32.6％）であった。このタイプは、卒業・継続群と
比較して、中学3年と高校1学期の成績が低く、高校
1学期の遅刻と早退が多かった。また、「セルフコ
ントロールに関わる自己効力感」が低かった。この
タイプは、卒業・継続群と比較して、「対人関係に
関わる自己効力感」と自尊感情が高い点も特徴的で
あった。分析の結果から、中学校の段階で既に、学
業の問題を抱えており、高等学校では新年度の早い
時期から遅刻・早退が多い生徒、対人関係の葛藤が
少なく、仲間集団とつながりながら、学校生活や
社会のルールとは一線を画しながら生活している
生徒像が浮かぶ。Lamborn, Mounts, Steinberg, & 
Dornbusch（1991）28）は、親の養育スタイルに関する
研究の中で、子どもへの要求が高い一方で、子ども
の意見や感情を尊重しない「権威主義的」な養育ス
タイルの家庭の子どもは、失望や欲求不満に対する
耐性・自己統制が低く、また、特に男児は通常よ
り強い敵意を持つ傾向があるとしている。また、
Sadock, Sadock, & Ruiz（2015）29）は、子どもに対す
る不適切な養育は脳全体の発育に悪影響を及ぼし、
攻撃的な行動を含む多くの有害な健康リスクと関係
と関係があることを指摘している。日本の令和2年
度の少年院入院者のデータでは、入院段階における
本人の申告等により把握することのできたものだけ
でも、男子の37.9％、女子の68.6％が保護者等から
の非虐待経験者であることが明らかになっている（法
務省、2021）30）。このタイプのドロップアウトの予
防にはとりわけ、米国の先行研究に見られるような、
親支援を組み合わせた人生の早期からの支援が有効
である可能性がある注4。

3．ドロップアウトの予防への視点�
　本研究においては、以上のように、ドロップアウ
トのタイプはそれぞれに異なる特徴を有しているこ
とが示唆された。また、藤江・藤生10）の研究で、ドロッ
プアウト群をひとまとまりにして比較した際に見え
なかった特徴が、タイプごとの検討により明らかに
なった。「対人関係に関わる自己効力感」は、ドロッ
プアウト群をひとまとまりにして比較した際には転
学・卒業群より高い傾向が示されたが、実はそれは「反
社会傾向」を有するドロップアウト群の得点の高さ
が反映されたものであったこと、逆に「いじめの問
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題傾向」を有するドロップアウト群の得点は卒業・
継続群より低いことが見出された。また、自尊感情も、
ドロップアウト群をひとまとまりにして比較した際
には卒業・継続群と有意な差が認められなかったが、
実はそれは「反社会傾向」を有するドロップアウト
群の得点の高さと「いじめの問題傾向」を有するド
ロップアウト群の得点の低さが相殺された結果であ
ることが示唆された。このように、ドロップアウト
に至る生徒の特徴は一様でなく、タイプによってそ
の困難の状況や心理的特徴が異なることは、本研究
で得られた新たな知見である。Wells et al.（1989）19）

が指摘するように、ドロップアウトの問題をひとま
とまりで見るのではなく、個人の特徴や状況に合っ
た予防を構築する必要がある。
　本研究では、それぞれのタイプのドロップアウトに、
複数の要因が複合的に関連していることも示唆され
た。文部科学省の中途退学に関する調査は、その理
由を、①学業不振、②学校生活・学業不適応、③進
路変更、④病気・けが・死亡、⑤経済的理由、⑥家
庭の事情、⑦問題行動等、⑧その他から教師がひと
つを選択する方式である（文部科学省，2021b）37）。
このことについてはこれまで、高等学校の退学の原
因は単一なものでなく、複数の原因が複合的に絡み
合っていること、担当教師が選択肢の中から理由を
1つ選ぶという現行の調査方式には限界があること
が指摘されてきた（北大高等学校退学調査チーム、
201138）； 杉 江・ 清 水，200039））。Sroufe, Egeland, 
Carlson, & Collins（2005）40）は、たとえば学業の問題
について、原因ではなくmarker（指標・目印）と考
えることができると述べている。ドロップアウトの
リスクの高い生徒を早期に把握するためのmarker
を見出すとともに、ドロップアウトへの複合的な影
響について明らかにし、予防につなげる知見が、日
本において蓄積される必要がある。
　本研究では、ドロップアウトに至った生徒の約4
人に1人が、いじめの問題傾向を有するグループに
分類された。財団法人社会経済生産性本部（2007）41）

は、自立に困難を抱える若者支援事業の対象者（「若
者自立塾」に入塾中の若者及び地域若者サポートス
テーションを訪れた若者）への調査の結果、55％が「学
校でいじめられた」と回答していることを報告して
いる。いじめは被害者の心身や人生に、学校恐怖症、
無断欠席、社会的経験からの引きこもり、集中困難、
学業不振、自信喪失、自尊感情の低下、疎外感、無

用感、怒り、抑うつ、身体への影響、そして自殺念
慮といった深刻な影響を及ぼすことが指摘されてい
る（Bean, 200842）；201143））。ドロップアウトと、そ
の結果もたらされる個人の人生と社会の不利益は、
いじめのもたらす深刻な影響のひとつと言える。い
じめを予防することは、どの学校段階においても重
要な課題である。
　いじめの問題傾向を有する生徒のドロップアウト
は、前述のように何重もの困難を抱えながらのもの
であり、適切な支援がなければ、ドロップアウト後
の社会への適応にも、困難を抱え続けていく可能性
がある。また、学校との関係が途切れることで、支
援のための資源からも隔絶してしまう可能性がある。
本研究においては、いじめの問題傾向を示すタイプ
の生徒は、他のタイプと異なり、転学者の率の方が
退学者よりも高かった。いじめの問題に対して、転
学が避難的な役割を果たし、学業の継続の助けとなっ
ている可能性がある。転学先、とりわけ多くの転学
者を受け入れている通信制課程注5においては、本研
究によって示されたような困難を有する生徒が再び
ドロップアウトに至ることのないような手厚い支援
の仕組みが必要である注6。

Ⅴ．今後の課題
　本研究は、地方の一地域を調査の対象としたもの
で、ドロップアウトのケース数も限られている。日
本の高校生の傾向を把握するためには、より広範な
データ収集が必要である。その上で、ドロップアウ
トのタイプと、それに関連する要因の検討を進め、
予防に活かすための知見を蓄積することが課題であ
る。
　高等学校のドロップアウトは、個人にも社会に
も不利益をもたらす（青砥，7）；Bowers, Sprott, & 
Taff, 201346）；Edmondson & White, 199847）；小林，
199348）； 内閣府，191149）; Rumberger，198750）； 高
橋・玄田，200451）；東京都教育委員会，201352））。
Rumberger & Rotermund（2012）53）は、ドロップア
ウトの問題には、多くのレバレッジ・ポイント（てこ
のように、小さな力で大きく動かすポイント）が存在
すること、就学前の質の高いプログラムと小学校早
期の少人数のクラスサイズが、高等学校の卒業の率
を高くすることを示している。より早期にリスクの
高い人々を見出し、ドロップアウトの予防策を講じ
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ることは、個人の生活の質を高めるとともに、貧困
の連鎖と拡大を防ぎ、犯罪を減らし、税収を確保し、
社会保障費を抑制することに寄与する道と言える。
　2019年11月29日、日本において「子供の貧困対策
に関する大綱～日本の将来を担う子供たちを誰一人
取り残すことがない社会に向けて～」が閣議決定さ
れた（内閣府，2019）54）。基本方針には、学校を地域
に開かれたプラットフォームと位置付け、苦しい状
況にある子供たちを早期に把握し、支援につなげる
体制を強化することが記され、「将来の貧困を予防
する観点から、高校中退を防止するための支援や中
退後の継続的なサポートを強化すること」がうたわ
れている。ドロップアウトの現状の把握と、実効あ
る対策を行うための基礎研究の進展が望まれる。

付記
　本稿は、筑波大学審査学位論文（博士）の一部を加
筆・修正したものです。研究にあたり、親身なご指
導とご支援をくださいました筑波大学の関係の先生
方、調査にご協力くださいました高等学校の先生方
と生徒の皆様に、深く感謝申し上げます。

注
注1 「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上

の諸課題に関する調査結果の概要」（文部科学
省）4）は、2020年度（令和2年度）の中途退学者数
34,965人、中途退学率1.1％で、「中途退学者数は、
平成25年度以降、平成30年度に増加したほか
は毎年減少している」と報告している。

注2 文部科学省の「学校基本調査」5）によると、2015
年度（平成27年度）に45,986人であった通信制課
程の入学者数が、その後増加の一途をたどり、
2021年度（令和3年度）は65,244人となった。上
述の2020年度（令和2年度）の中途退学者数の2
倍近い人数が、次の年度に通信制課程に入学
していることになる。「学校基本調査の手引」
には、通信制課程の入学者には転学者を含め
て報告することとされているが（文部科学省，
2021b）6）、通信制課程の入学者の内訳（中学校
からの入学者、転学者、中途退学後の編入学
者の比等）は公表されていない。

注3 4つのタイプとは、「静かなドロップアウト」（穏
健で学校への関与が高いか、学校での不品行
の形跡がない）、「遊離したドロップアウト」（学
校への関与は低いが、学業は平均で、学校で
の不品行は平均より低い）、「不適応的なドロッ
プアウト」（学校への関与が低く、学業不振を
示す）、「成績の低いドロップアウト」（学校へ
の関与が低く、深刻な学業不振を示す）である。

注4 1962年には始まった就学前教育プログラム
「Perry Preschool Project」は、少人数クラス
の授業、毎週の家庭訪問、毎月の親を対象と
する少人数グループミーティングが組み合わ
されたもので、プログラムを受けた子どもに
は、高等学校卒業率の高さが認められるとと
もに、40歳までの就業率と平均収入の高さ、
犯罪率の低さも示されている（United States. 
Department of Justice, 200031）; Heckman ＆ 
Masterov, 200732））。また、1965年から低所得
世帯を対象に国の事業として実施されている

「Head Start Program」は、子どもの教育活動
と親のためのプログラム（ペアレントルームで
の活動、教室でのボランティア、学校の行事
や遠足への参加、親自身の高等学校の卒業な
ど）、アウトリーチによる家庭の支援、健康・
栄養サービス等を含む就学前のプログラムで、
高等学校の卒業率の向上等の効果が示されて
いる（Lee & Loeb, 199533）; Currie & Thomas, 
200034））。「Head Start Program」と 共通 の 内
容を持つシカゴのChild-Parent Centerのプロ
グラムも、高等学校の卒業率の向上と、少年
非行の減少が報告されている（Reynolds , Ou, 
& Topitzes（2004）35）。Duncan, Ludwig, & 
Magnuson（2007）36）は、早期教育プログラムの
評価に神経科学の研究の知見を加えた視点か
ら、全国における3歳と4歳の子どもへの2年間
の集中的な介入を提案し、個人や社会が受け
る恩恵の大きさを示している。



どのような生徒が高等学校のドロップアウトに至るのか？　―タイプの分析を通じて―

82

注5 公益財団法人全国高等学校定時制通信制教育
振興会（2018）の「定時制・通信制高等学校にお
ける教育の質の確保のための調査研究」44）は、
調査に回答した通信制の高等学校120校だけで
も、9,477人の転入学者を受け入れていること
を伝えている。

注6 「定時制・通信制高等学校における教育の質の
確保のための調査研究」44）によると、2017年の
時点で養護教諭が配置されていない学校が狭
域通信制で38.1％、広域通信制で44.4％存在す
る。またスクールカウンセラーが配置されて
いない学校は狭域通信制で26.61％、広域通信
制で25.4％存在する。特別支援コーディネーター
は、狭域通信制の28.6％、広域通信制の77.1％
で指名されていない（調査対象校210校のうち
120校が回答）。文部科学省は「高等学校通信教
育の質の確保・向上のためのガイドライン」（2016
年9月策定、2018年3月・2021年一部改訂）45）は、
通信制の課程を置く高等学校に、「不登校経験
や中途退学その他多様な課題を抱える生徒の
実態等を踏まえ、養護教諭、スクールカウン
セラーやスクールソーシャルワーカーを配置
するなど、きめ細かな支援の充実に努めること」
及び「特別な支援を要する生徒の実態等を踏ま
え、特別支援教育に関する校内委員会の設置
や実態把握、特別支援教育コーディネーター
の指名、特別支援教育に関する専門的な知識・
経験を有する教員等の配置、個別の指導計画
や個別の教育支援計画の策定・活用、教員の
専門性向上のための研修の実施等により、支
援の充実に努めること」を求めている。
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